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告告 示示

宮崎県告示第 496号

自衛隊法施行令（昭和29年政令第 179号）第 114条、第 117条第

１項及び第 118条に規定する自衛官候補生として採用する自衛官の

平成28年度の募集期間、採用試験の試験期日、試験場の位置及び名

称並びに連絡先は、次のとおりである。

平成28年７月19日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

連絡先試験場の名称
試験場
の位置

試験期日募集期間
募 集
種 別

自衛隊

宮崎地

方協力

本部

電話09

85（53

）2643

宮崎第一生命

ビル新館

宮崎市（筆記試

験）

平成28年

９月17日

（土）

平成28年

７月１日

（金）か

ら同年９

月８日（

木）まで

※年間を

通じて受

付を行っ

ているが

、文部科

学省及び

厚生労働

省から示

された期

日で平成

29年３月

高等学校

卒業予定

者又は中

等教育学

校卒業予

定者の受

付は、上

記のとお

りである

自衛官

候補生

（男子

） 日本生命宮崎

駅前ビル

都城市総合福

祉会館

都城市

延岡市中小企

業振興センタ

ー

延岡市

日南市テクノ

センター

日南市

小林市社会福

祉センター

小林市

西都市コミュ

ニティセンタ

ー

西都市

陸上自衛隊都

城駐屯地

都城市（口述試

験及び身

体検査）

航空自衛隊新

田原基地

新富町平成28年

９月26日

（月）か

ら同月30

日（金）

までのう

ち指定す

る日

。

陸上自衛隊都

城駐屯地

都城市（筆記試

験、口述

試験及び

身体検査

）

平成28年

９月25日

（日）

平成28年

７月１日

（金）か

ら同年９

月８日（

木）まで

自衛官

候補生

（女子

） 航空自衛隊新

田原基地

新富町

宮崎県告示第 497号

生活保護法（昭和25年法律第 144号）第50条の２（中国残留邦人

等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定

配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）第14条第

４項においてその例によるものとされた場合を含む。）の規定によ

り、指定医療機関から次のとおり廃止した旨の届出があった。

平成28年７月19日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

廃止年月日所 在 地名 称

平成28年４月30日延岡市愛宕町２丁目22
77番地１

岩田歯科医院

宮崎県告示第 498号

生活保護法（昭和25年法律第 144号）第55条第１項（中国残留邦

人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特

定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）第14条

第４項においてその例によるものとされた場合を含む。）の規定に

より、医療扶助及び医療支援給付のための施術を担当させる者を次
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のとおり指定した。

平成28年７月19日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

指定年月日所 在 地名 称

平成28年６月11日北諸県郡三股町大字樺
山4892湿３

岩津 良
（あおぞら整骨院
）

公公 告告

特定非営利活動促進法（平成10年法律第７号）第25条第４項の規

定により、次のとおり特定非営利活動法人の定款の変更の認証の申

請があった。

平成28年７月19日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

定款に記載され
た目的

主たる事
務所の所
在地

代表者の氏名名 称
申請
年月
日

この法人は、

要介護者ができ

る限り住み慣れ

た自宅で、安心

して過ごせる地

域社会を実現す

るために、利用

する側の視点に

立った地域福祉

サービス活動を

行い、もって宮

崎県内の福祉及

び保健の増進に

寄与することを

目的とする。

宮崎県東

臼杵郡門

川町須賀

崎４丁目

48番地

萱野 照三郎特定非営利

活動法人い

きいき会

平成

28年

７月

６日

海洋生物資源の保存及び管理に関する法律（平成８年法律第77号

。以下「法」という。）第４条第７項の規定により、宮崎県の海洋

生物資源の保存及び管理に関する計画を次のように変更した。

平成28年７月19日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

１ 海洋生物資源の保存及び管理に関する方針

茨 本県の水産業は、生産量で全国第14位、生産額で全国第12位

（平成25年）の漁獲実績を示している。県内においては、地域

的に水産業を中核とした関連産業が発達した地域があり、重要

な産業となっている。

芋 また、本県にとって水産業は、宮崎県総合計画（未来みやざ

き創造プラン）の中でも重要な位置付けであり、今後とも水産

業の発展を図っていくためには、海洋生物資源を適切に管理し

、合理的に利用していくことが必要である。

鰯 本県水域は、日向灘沖を黒潮が流れ、沿岸には豊後水道から

の内海系水が南下しており、黒潮周辺海域では黒潮に乗って回

遊する魚類の、沿岸域では浮魚類あるいは根付け資源等の好漁

場が形成されている。

允 我が国周辺水域における漁業資源の水準については、近年、

全体としておおむね安定的に推移しているが、低位水準にとど

まっている資源や、資源水準が悪化している資源もみられ、本

県海域における海洋生物資源も低水準、減少傾向にあるものが

多くみられる。

印 今後ともこのような状況が継続すれば、県民及び国民のニー

ズへの的確な対応のみならず、地域の経済の発展への重大な支

障となるおそれがある。

咽 このため、従来も種苗放流、漁業の管理等を通じて資源管理

型漁業の推進等、種々の保存管理措置を講じてきたところであ

るが、更に海洋資源の適切な保存及び管理を図るため、法第３

条第１項の基本計画により決定された漁獲可能量の都道府県別

の数量について、適切な管理措置を講じることとする。

員 また、宮崎県における水産資源の利用及び管理に関する基本

方針に基づき、水産資源の利用及び管理を推進することとする

。

因 その他、漁獲可能量制度を適切に管理し、必要に応じて漁業

者等の指導又は採捕の数量の公表等の実効措置を講じるため、

他県入漁船を含め、第１種特定海洋生物資源の採捕実績の的確

な把握に努めるものとする。

姻 さらに、海洋生物資源の適切な保存及び管理を図るため、協

定制度（法第13条第２項に規定する協定を締結することにより

、海洋生物資源の保存及び管理を図ることをいう。以下同じ。

）の活用等により、引き続き漁業者等による自主的な資源管理

を推進する。

引 なお、本県における漁獲可能量においては、他県入漁者の採

捕実績に妥当な配慮を払うものとする。

２ 第１種特定海洋生物資源ごとの漁獲可能量について本県に定め

られた数量に関する事項

第１種特定海洋生物資源ごとの管理の対象となる期間及び知事

管理量は、下表のとおりとする。

（注）「平成27年」の管理の対象となる期間は、まさば及びごまさ

ばにあっては平成27年７月から平成28年６月まで、それ以外の

第１種特定海洋生物資源にあっては平成27年１月から平成27年

12月までである。「平成28年」の管理の対象となる期間は、ま

さば及びごまさばにあっては平成28年７月から平成29年６月ま

で、それ以外の第１種特定海洋生物資源にあっては平成28年１

月から平成28年12月までである。

３ 第１種特定海洋生物資源の知事管理量について、海洋生物資源

の採捕の種類別、海域別又は期間別の数量に関する事項

第１種特定海洋生物資源ごとの知事管理量について、採捕の種

類別及び期間別に定める数量は、下表のとおりとする。

なお、海域別の数量は、定めない。

また、資源に対する漁獲圧力が無視できるほど小さいと認めら

れる漁業種類については、数量を明示しないこととした。

平成28年平成27年第１種特定海

洋生物資源の

期間別に定め

る数量

23，000トン25，000トンまさば及びごまさば

若干若干まいわし

若干若干まあじ
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（注）「平成27年」の管理の対象となる期間は、まさば及びごまさ

ばにあっては平成27年７月から平成28年６月まで、それ以外の

第１種特定海洋生物資源にあっては平成27年１月から平成27年

12月までである。「平成28年」の管理の対象となる期間は、ま

さば及びごまさばにあっては平成28年７月から平成29年６月ま

で、それ以外の第１種特定海洋生物資源にあっては平成28年１

月から平成28年12月までである。

４ 第１種特定海洋生物資源知事管理量に関し実施すべき施策に関

する事項

【まいわし】

中型まき網漁業及び小型まき網漁業については、漁業者によ

る自主的な漁獲可能量の管理を推進するため、協定制度の普及

及び定着を図ることとし、海洋生物資源の採捕の数量等の報告

に関する規則（平成８年宮崎県規則第53号。以下「規則」とい

う。）の規定に基づき漁獲実績の報告を求め、現状以上に漁獲

努力量を増加させることのないようにするとともに、採捕の数

量が前年の実績程度となるよう努めるものとする。

なお、定置漁業、小型定置網漁業等にあっては、まいわしの

採捕実績が極めて微少であるため、今回割当てを行っていない

が、現状の漁獲努力量を著しく増加させることがないよう努め

、漁獲実績が従来程度となるよう努めることとする。

【まさば及びごまさば】

中型まき網漁業及び小型まき網漁業については、漁業者によ

る自主的な漁獲可能量の管理を推進するため、協定制度の普及

及び定着を図ることとし、規則の規定に基づき漁獲実績の報告

を求め、漁獲実績が配分量以下となるよう指導することとする

。

また、原則として現在のまき網漁業許可隻数等については現

状どおりとして、従来の操業規制と同様の規制に基づいて操業

することとする。

なお、定置漁業、小型定置網漁業等にあっては、まさば及び

ごまさばの採捕実績が極めて微少であるため、今回割当てを行

っていないが、現状の漁獲努力量を著しく増加させることがな

いよう努め、漁獲実績が従来程度となるよう努めることとする

。

【まあじ】

中型まき網漁業及び小型まき網漁業については、漁業者によ

る自主的な漁獲可能量の管理を推進するため、協定制度の普及

及び定着を図ることとし、規則の規定に基づき漁獲実績の報告

を求め、漁獲実績が配分量以下となるよう指導することとする

。

また、原則として現在のまき網漁業許可隻数等については現

状どおりとして、従来の操業規制と同様の規制に基づいて操業

することとする。

なお、定置漁業、小型定置網漁業等にあっては、まあじの採

捕実績が極めて微少であるため、今回割当てを行っていないが

、現状の漁獲努力量を著しく増加させることがないよう努め、

漁獲実績が従来程度となるよう努めることとする。

中型まき網漁業及び小型まき網漁業採捕の種類

平成28年平成27年第１種特定海

洋生物資源の

期間別に定め

る数量

22，521トン24，445トンまさば及びごまさば

若干若干まいわし

若干若干まあじ

５ その他海洋生物資源の保存及び管理に関する重要事項

茨 海洋生物資源の保存及び管理をより一層推進するために、よ

り詳細かつ正確な資源状況の把握が必要であることから、漁獲

情報を的確に把握するとともに、資源に関する調査及び研究の

充実・強化を更に進めることとする。

芋 海洋生物資源の保存及び管理を推進するため、小型魚や産卵

親魚の保護等に向けた取組を進めることとする。

６ 指定海洋生物資源の保存及び管理に関する事項

本県においては該当なし
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